
「住み続けたい古賀市」をみんなでつくるためのルール

古賀市まちづくり基本条例

古賀市の誇りを次世代に引き継ぐために。

まちづくり基本条例は、私たちのまち古賀市を、

「これからもずっと住み続けたいと誇れるまち」に

みんなでつくりあげていくための『道具』です。

『道具』は、そこにあるだけでは意味のあるものに

はなりません。１人１人がうまく使うことによって、

住み続けたいと誇れる古賀市を築き上げていくことが

できます。

私たちまちの
私たちによる
まちづくり

（案）

資料８



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

そもそも「まちづくり」って？ 

子どもたちを 

見守る 
自治会活動に

参加する 

選挙で市長や 

議員を選ぶ 
広報こがや市の 

ホームページを見る 

まちづくりをするみんなで共有する、

基本的考え方が必要！ 

こうやってまちづくり基本条例を作りました 

市民の皆さんと一緒に 

みんなで使えるルールを作るには、
その策定自体が市民の皆さんと共
に取り組むものでなければなりませ
ん。 
10 代～70代の市民が約 2年間
かけ、市民が市民の意見を聞きな
がら内容を検討しました。 

会議等 
開催 
回数 

延べ 
参加人数 

古賀市自治基本条例（仮称）策定委員会 
＊職員出前講座 6回開催(10 課) 

20 回 
450 人 

(含：ゲスト参加者１８人) 

とりまとめ部会 
＊策定委員会から 9人選出 

16 回 110 人 

古賀みらいサマーミーティング 
＊全小学校区(8 校区)で開催 

8 回 302 人 

古賀みらいオータムミーティング 
＊中高生が参加 

1 回 
81 人 

(含:中高生 24人) 

パブリック・コメント意見提出  6 人 

 

これからのまちづくり 

こんな話し合いが行われました 
  

  

 

どうすればより

良いまちづくり

ができる？ 

こんな話し合いが行われました 

 

 

同じ地域に暮らす人や、
同じ思いを共有する人な
ど、多様な世代や立場の
人々と対話・交流する 

 

自分たちの地域を自
分たちで良くしていこう
という主体性（当事者
性）を持つ 

 
顔の見え
るつながり
づくり 

高齢化や共働き世帯の増加

によりまちづくりの担い手が 

少なくなってきている 

地方分権が進む中、自己決定・

自己責任のもと、さまざまな人が

力を合わせてまちづくりを進めな

ければならない 

行政や市民等のそれぞれの

役割を確認し、適切に分担

し、協力し合うことが必要 

色々な人の想いが集まって 

古賀市まちづくり基本条例ができました 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・自らがまちづくりの担い手であることを認識します。 

・積極的にまちづくりに関わるよう努めます。 

・自治会活動をはじめとするコミュニティ活動に参加・

協力するよう努めます。 

・自治会は、地域のまちづくりを実践する主体です。 

・自治会は、市民の交流・親睦を促進する活動や、 

身近な暮らしに関わる課題の解決に取り組みます。 

・校区コミュニティは、小学校区内の市民、自治会、小中学校、 

市民活動団体等の交流・連携を促進する活動を行います。 

・市長は、効率的で公正かつ透明性の

高い行政運営を行います。 

・職員は、職員間の情報共有・連携を

図りながら公平かつ公正に職務を遂行

します。 

・議会は、選挙で直接選ばれた議員

で構成する議事機関としての役割を

担います。 

・議会基本条例に基づき活動します。 

 

“市民等”って？ 
・古賀市に住んでいる人 

・古賀市の事業所等に通勤している人 

・古賀市の学校に通学している人 

・自治会 

・校区コミュニティ 

・市民活動団体 

・事業者 

情報共有 

市民参画 

共  働  

 

「議会基本条例」って？ 

 

古賀市のまちづくりは、 
住んでいる人だけではなく、
古賀市に関わる様々な人に
よって行われます。 

議会及び議員活動の活性化と充実に必要な基本的事

項を定め、二元代表制のもと住民自治を推進し、市民

の負託に応えることにより、市民が安心して生活できる

豊かなまちづくりの実現に寄与することを目的として、 

平成 25年 6月に制定されたものです。 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

情報共有 

まちづくりに関する情報を 

収集、発信し合い共有します 

市民参画 

行政が実施する事業の企画

などについて、市民等が意見

を述べたり、提案を行ったり

することです 

共 働 

市民等・議会・行政それぞれ

が果たすべき責任と役割を

自覚した上で、共通の目標に

向かって対等な立場で社会

的課題の解決に当たること

を言います 

 
 

・お互いに理解を深
め、共働のまちづくり
の推進に努めます 
・対話と交流の機会
を提供するよう努め
ます 

 
 

情報を共有する 
よう努めます 

 

自発的意思に 
基づいて市民 
参画することが 
できます 

市民参画の機会
を設け、参画しや
すい環境の整備
に努めます 

おしらせ 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

コミュニティ活動 
コミュニティ活動とは、同じ地域に住む人や同じ目的を持つ人
たちが集まって、自主的にまちづくりを行うことです。 
コミュニティ活動を行う団体は、自治会、校区コミュニティ、 
市民活動団体など様々な団体があります。 

・自治会は、市民にとって最も身近な地域コミュニティであり、地

域の課題に総合的に取り組んでいます。 

・地域をきれいにしたり、子どもや高齢者を見守ったりするだけで

なく、防犯灯の設置や維持管理なども行っており、自分たちの

住む地域を安全で安心して暮らせるよう活動をしています。 

・校区コミュニティは、小学校区内の自治会や市民・各種団体

によって組織されています。 

・１つの自治会だけでは対応が難しい課題や広域的に取り組ん

だ方が効果的な活動に取り組んでいます。 

自治会などの活動を認
識し、参加、協力するよ
う努力していきます。 

 

団体の主体性を尊重し
ながら、今後も積極的
に支援を行って行きま
す。 

住み続けたいまちを 
つくるために 
 
～大切なコミュニティ活動～ 

普段から地域での活動が盛んなとこ

ろは、人々の信頼関係や結びつきが

強いと言われています。身の回りで

起きている犯罪や事故の中には、地

域の見守りや支え合いがあれば防げ

る場合もあります。 

よりよいまちの実現のためには、コミュ

ニティ活動や団体同士の連携協力し

た活動が更に重要となってきます。 

・共通の目的を持つ人が集まり公益的な活動を行う団体 

です。 

・「自発性」「先駆性」など様々な特徴を持っています。 



  

古
賀
市 

古賀市に関わる１人１人の、 
古賀市への想いが栄養となり、 
古賀市というまちを育て、 
まちづくりという花を咲かせます。 

情報共有 

共働 

市民参画 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第１章 総則 
（目的） 

第１条 この条例は、まちづくりの基本的事項を定め、市民等、
議会及び行政がそれぞれの役割を果たし、相互に連携し、
市民が住み続けたいといえるまちの実現を図ることを目的と
する。 

 （定義） 
第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、
当該各号に定めるところによる。 
⑴ まちづくり 住みよいまちをつくるための公益的な活動を
いう。 
⑵ 行政 市長、教育委員会、選挙管理委員会、監査委
員、農業委員会、固定資産評価審査委員会及び公営企
業管理者の権限を行う市長並びに当該機関の職員をい
う。 
⑶ 自治会 良好な地域社会をつくるため、市内の一定区
域内の市民によって主体的に組織された団体をいう。 
⑷ 校区コミュニティ 良好な地域社会をつくるため、市内の
小学校区内の市民、自治会及びその他の団体等によっ
て主体的に組織された団体をいう。 
⑸ 市民活動団体 特定非営利活動法人、ボランティア団
体その他の共通の目的を持つ人が集まり、自主的・自発
的に公益的な活動を行う団体であって市内で活動するも
のをいう。ただし、主として営利を目的とした活動、政治的
活動及び宗教的活動を行う団体並びに自治会及び校区
コミュニティを除く。 
⑹ 事業者 市内で事業を営む個人又は団体（市民活動団
体を除く。）をいう。 
⑺ 市民等 次のいずれかに該当するものをいう。 
ア 市内に住所を有する者 
イ 市内に通勤又は通学する者 
ウ 自治会 
エ 校区コミュニティ 
オ 市民活動団体 
カ 事業者 
⑻ 市民参画 行政が実施するまちづくりにおいて、事業の
企画、実施又は評価等について、市民等が自主的に意
見を述べ、又は提案を行う等直接関与することをいう。 

 ⑼ 共働 市民等、議会及び行政が果たすべき責任と役割
を自覚し、共通の目標に向かって、対等の立場で、自己
責任に根ざす自律した活動を通し、相互に補完し合い、
相乗効果をあげながら、様々な社会的課題の解決に当た
ることをいう。 

 ⑽ コミュニティ活動 市民等が地域又は共通の目的によっ
てつながり、自主的に行うまちづくりであって、団体として
行うものをいう。 

前文 

古賀市は、国の史跡に指定されている船原古墳、緑豊かな犬鳴の山並や白砂青松の花鶴浜など、歴史遺産と自然に恵ま

れ、文化の伝承も大切にされている心豊かな地方都市です。また、古来より人や物が行き交う交通の要衝となっており、多様な

人々が集い、様々な場で交流が盛んに行われていることも、古賀市の誇るべき財産となっています。 

私たちは、英知を傾けてこれら地域の歴史、文化を守り育て、古賀市の誇りを次世代に引き継いでいきたいと願っています。 

しかし、少子高齢化の進行、地方分権社会の進展などにより、私たちを取り巻く環境は急速に変化しています。そのなかで、

心豊かな子どもたちが育つ、安全で安心して暮らせるまちをつくり、未来に残していくためには、議会、行政はもとより、市民一人

ひとりがまちづくりの担い手として、これまで以上に人や地域の結びつきを強め、信頼関係を構築し、お互いに協力し合いながら、

前向きに取り組んで行くことが不可欠です。 

私たちはここに、古賀市におけるまちづくりの担い手の役割を明らかにし、私たちのまち古賀市が「これからもずっと住み続けた

いと誇れるまち」となるように、この条例を制定します。 

古賀市まちづくり基本条例 

  （まちづくりの基本理念） 
第３条 市民等、議会及び行政は、次に掲げる基本理念
によりまちづくりを推進する。 
⑴ 相互に連携し、古賀市民憲章（昭和６０年１１月告
示第６３号）に基づくまちづくりに取り組む。 
⑵ 先人が築いてきた地域の歴史、文化及び英知を大
切にし、次世代に引き継ぐとともに、相互に人権を尊
重し、共に支えあう地域社会の形成に取り組む。 
⑶ 相互の自主性及び自律性を尊重しながらそれぞれ
の責任と役割を果たし、まちづくりに取り組む。 

（まちづくりの基本原則） 
第４条 次に掲げる事項を本市のまちづくりの基本原則と
する。 
⑴ 情報共有の原則 まちづくりに関する情報を共有す
ること。 
⑵ 市民参画の原則 市民参画により行政運営が行わ
れること。 
⑶ 共働の原則 共働してまちづくりに当たること。 

 （条例の位置付け） 
第５条 この条例は、本市のまちづくりの基本的事項を定
めるものであり、他の条例、規則又は行政計画（行政が
策定する様々な計画をいう。以下同じ。）等を定めるに
当たっては、この条例の趣旨を尊重し、整合性の確保
を図る。 

   第２章 市民等・議会・行政の役割 
 （市民等の役割等） 
第６条 市民等は、自らがまちづくりの担い手であることを
認識し、積極的にまちづくりに関わるよう努める。 

２ 市民等がまちづくりに取り組むに当たっては、自発的
意思が尊重されるものとする。 

３ 市民等は、まちづくりに取り組むときは、自らの発言及
び行動に責任を持つものとする。 

 （議会の役割等） 
第７条 議会は、選挙で直接選ばれた議員で構成する議
事機関としての役割を担う。 

２ 議会及び議員活動その他必要な事項については、古
賀市議会基本条例（平成２５年条例第３３号）に定める
とおりとする。 

（行政の役割等） 
第８条 市長は、選挙で直接選ばれた代表者として市を
統轄する。 

２ 市長は、効率的で公正かつ透明性の高い行政運営を
行う。 

３ 職員は、全体の奉仕者として、職員間の情報共有・連
携を図りながら公平かつ公正に職務を遂行する。 

 
前文には策定委員会の想いが 
詰まっています 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第３章 まちづくりの基本的事項 

 （情報共有） 

第９条 市民等、議会及び行政は、信頼関係の構築のため、

情報共有の推進に努める。 

２ 自治会、校区コミュニティ、市民活動団体及び事業者は、

まちづくりに関する情報を積極的に発信するとともに、共有

するよう努める。 

３ 行政は、市民等が必要とする情報の把握に努めるととも

に、まちづくりに関する情報を積極的に発信する。 

 （市民参画） 

第１０条 市民等は、自発的意思に基づいて、市民参画する

ことができる。 

２ 行政は、市民参画の機会を確保するため、その環境の整

備に努める。 

 （共働） 

第１１条 市民等、議会及び行政は、対等な立場で相互に理

解を深め、共働のまちづくりの推進に努める。 

２ 市民等、議会及び行政は、相互連携がまちづくりの新たな

展開及び発展を生むことに鑑み、対話及び交流の機会の

提供に努める。 

 （コミュニティ活動） 

第１２条 自治会は、その区域内のまちづくりを実践する主体と

して、市民の交流・親睦を促進する活動を行うとともに、身

近な暮らしに関わる課題の解決に取り組むものとする。 

２ 校区コミュニティは、小学校区内の市民、自治会、小中学

校及び市民活動団体等の交流・連携を促進する活動を行

うものとする。 

３ 自治会、校区コミュニティ、市民活動団体及び事業者は、

それぞれの特性を生かしながら、連携・協力してコミュニティ

活動の推進に努める。 

４ 市民等は、自治会活動をはじめとするコミュニティ活動がま

ちづくりの担い手としての意識を育むとともにまちづくりに寄与

していることを踏まえ、コミュニティ活動に参画・協力するよう

努める。 

５ 行政は、コミュニティ活動の円滑化及び活性化を図るた

め、自治会、校区コミュニティ、市民活動団体及び事業者

の主体性を尊重し、その自主性及び自律性を損なわない

範囲で、コミュニティ活動に対する支援を行うよう努める。 

第４章 行政運営 

（基本構想） 

第１３条 市長は、総合的かつ計画的な行政の運営を

図るため、基本構想を策定する。 

２ 基本構想の策定に関し必要な事項については、古

賀市基本構想の策定に関する条例（平成２３年条例

第１６号）に定めるとおりとする。 

 （行政計画） 

第１４条 行政は、行政計画の策定に当たっては、市民

参画の機会の充実に努める。 

２ 行政は、行政計画の適切な進行管理を行う。 

 （意見等の取扱い） 

第１５条 行政は、行政運営に反映させるため、市民等

の意見を広く聴く機会の充実を図る。 

２ 行政は、市民等から行政運営に対する意見、要望

又は提言等を受けたときは、適正かつ公正に対応す

る。 

 （附属機関等） 

第１６条 行政は、附属機関等の委員を選任するに当

たっては、公募等により幅広い層の市民等から選任

するよう努める。 

第５章 実効性の確保 

 （条例の推進・検証） 

第１７条 市長は、この条例の推進及び運用状況の検

証を行うため、古賀市まちづくり基本条例検証委員会

（以下「検証委員会」という。）を置く。 

２ 検証委員会の組織及び運営に関し必要な事項は、

市長が定める。 

 （条例の見直し） 

第１８条 市長は、この条例の施行後４年を超えない期

間ごとに、社会情勢の変化を勘案し、この条例の規定

について検証を加え、その結果に基づいて必要な措

置を講じる。 

２ 市長は、前項の検証に当たっては、検証委員会に諮

問する。 

 

  発行元・お問い合わせ先 

   古賀市総務部コミュニティ推進課 

   電 話：（０９２）９４２－１１６５ 

   ＦＡＸ：（０９２）９４２－１２９１ 

   Ｅメール：commu@city.koga.fukuoka.jp 

 平成３０年３月作成 

古賀市まちづくり基本条例パンフレット 

条例の策定経過や条文の解説

は、詳しいものを古賀市ホーム

ページに掲載しています。 

また、解説は古賀市コミュニティ

推進課でもお渡ししています。 


